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要　　　　　旨

　本稿では，国際クールノー寡占下における３国モデルにおいて，企業数を政策変数とする市場

構造政策を分析し，以下の結果を得た 。（１）。ｔ．ａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏ．ｔ，ｏｎ がｔｅｍ．ｏｆ位ａｄ．ｄ．ｓｔｏ．ｔ．ｏｎ を上

（下）回れは，当該国政府は企業数を増加（減少）させる誘因を持つ。（２）企業数を政策変数とする

場合，同時手番均衡は存在せず，均衡が存在すれぱそれは必ず逐次手番均衡となる 。（３）線形の需

要関数と仮定し及び各企業の技術条件が同じであるとする。輸出補助金政策での帰結は，初期の

市場構造を与えた時に，両政府とも一回限りの市場構造政策を行える状況での帰結と等しい 。
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１　はじめに

　自国企業と外国企業が第三国に財を輸出している設定の下で，自国政府と外国政府が政策介入

を行うというＢｒａｎｄｅｒ　ａｎｄ　Ｓｐｅｎｃｅｒ 流の３国モテルにおける戦略的貿易政策に関する研究は多岐

に亘る。それらの膨大な文献の内，両輸出国の市場構造が寡占であるものに限ると ，ある共通し

た特徴が浮かび上がってくる。それは，両輸出国政府のとるべき政策の違いや政策を打ち出すタ

イミングが，両輸出国の企業数格差に依存しているという事である 。

　政策のタイミングについては，次のような事柄がすでに判明している 。Ａｒｖａｎ（１９９１）は，同

一費用構造の企業群がクールノー競争を行っている下で，輸出補助金政策をとる両輸出国政府が ，

需要の不確実性の解消前と後の二期問の内どちらか一つの期に補助金率を提示するというモデル

を考察し，不確実性が余り高くなく ，ある程度の企業数格差が両国の問に存在する時，どちらか
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の政府が１　ターとなる逐次的均衡の成止を明らかにしている。大川 ・岡村 ・多和田（１９９８）及

びＯｈｋａｗａ，ＯｋａｍｕｒａａｎｄＴａｗａｄａ（１９９９）では，不確実性を取り除いたものの，政策タイミン

グの内生的決定を明示的にモデルに組み込んで分析した結果，企業数の少ない国の政府はリーダ

ーとなり補助金を給付，多い国の政府はフォロワーとなり輸出税を課す事が判明し，この逐次均

衡の裏側には，Ｋｒ１ｓｈｎａ　ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）が導入した輸出補助金の正負と決定する二つの要

因である ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ ｄ１ｓｔｏ血１０ｎとｔｅｒｍｓｏｆｔｒａｄｅｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎ が深く関わっていることを指摘した 。

　いくつかの政策オプションから政策を選択するという問題については，以下の諸結果を挙げる

ことができる 。Ｈｗａｎｇ　ａｎｄ　Ｓｃｈｕ１ｍａｎ（１９９３）では，政策タイミングを同時に限定した上で，自

由放任という政策オプションを加えたモテルを考察し，企業数格差の如何によっては，自由放任

が選ばれうることを示した。Ｓｃｈｕ１ｍａｎ（１９９７）では，不確実性の代わりに，企業の参入退出行動

を導入し分析を行ったところ，やはり企業数格差如何によっ て自由放任が選ばれうることが判明

した 。

　上記の分析は，線形の需要曲線及び同一技術を有する企業群での競争に基づくものであった 。

Ｌｏｎｇ　ａｎｄ　Ｓｏｕｂｅｙ．ａｎ（１９９７）は，　般的な需要関数と各企業の費用に格差のある場合において ，

輸出補助金政策を導入することが両輸出国の厚生改善につながるかどうかを，自由貿易時での比

較静学でもっ て分析した。その結果，需要曲線の曲率を捉えている需要の傾きの価格弾力性の値

と企業数格差が，厚生改善のために補助金を給付すればよいのか課税すれぱよいのかという結果

を決定づけていることが判明した 。

　繰り返しになるが，以上の事から，不確実性の有無や費用構造の異同という要因よりも ，企業

数の格差というものが政策提示のタイミングやとられるべき政策の選択に深く関わっていると考

えられる 。

　そこで本稿では，上記の疑問に答えるべく ，一般的な需要関数と，両輸出国企業間で費用格差

のあることを則提とした国際クールノー寡占モテルを構築する。そして，両輸出国政府が厚生最

大化を目指して行う政策パラメータとして，企業数を導入した場合について，先述したＫｒ１ｓｈｎａ

ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）が導入した輸出補助金の正負と決定する二つの要因である ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏｒ－

ｔ１ｏｎとｔｅｍｓ　ｏｆ　ｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎ が企業数の変化に関わっていることを明らかにする。その際 ，

これら二つの概念について企業数の変化に対応した形での新たな解釈を与える。その上で，政策

提示の手番が同時になるか逐次になるかを考察し，均衡が存在すれば，それは必ず逐次均衡とな

ることを明らかにする 。

　加えて，需要関数を線形に特定化し，各企業の費用構造を等しくした場合についての輸出補助

金政策が，企業数を変化させる市場構造政策とどのように関連しているかを考察する。その結呆 ，

初期の市場構造が与えられ，両輸出国政府が企業数を一回限り変更可能なような政策をとった場

合の帰結が，輸出補助金政策での帰結と等しいことを示す 。

　本稿の構成は以下の通りである。２節において，自国及び外国政府が企業数を政策変数に選択

した時，Ｋｎｓｈｎａ　ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）が使用した ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎとｔｅｒｍｓ　ｏｆ　ｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏ｝

ｔｉＯｎの概念を再考した上で，市場構造政策のタイミングの内生的決定及びその帰結についてみて

いく 。３節では，線形の需要関数及び費用関数の下において，初期の市場構造を所与として一回

限り企業数を変化させるような政策の帰結が，通常の輸出補助金政策導入時のそれとの帰緒と等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
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しいことを，大川 ・岡村 ・多和田（１９９８）やＯｈｋａｗａ，Ｏｋａｍｕｒａ　ａｎｄ　Ｔａｗａｄａ（１９９９）の結果と比

較することによって明らかにする。最後に４節において，本稿の結果を簡単にまとめた上で，残

された問題について触れる 。

２　分　　　析

　自国には伽社の企業が，外国には伽社の企業が存在し，同質財を生産して全て第三国に輸

出しているとする。自国（外国）企業の単位費用は ６〃（６戸）であり ，各企業はクールノー競争を行

っているとする。自国（外国）政府は，自らの国の経済厚生脇（〃Ｆ）を最大化するような最適な

市場構造を実現するべく企業数をコントロールすると仮定する。その時，企業数の提示の手番を

内生的に決定してから，企業数を提示するとしておく 。

　両輸出国企業のクールノー競争に関する一階の条件を輸出国企業毎に足し合わせると次の通り

である 。

　　グ（Ｑ）Ｑ汁〃（Ｑ）＝〃仙，　 づ＝ Ｈ，戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

ただし，ク（Ｑ）は需要関数でグ（Ｑ）＜Ｏ，Ｑは総生産量，Ｑ〃（Ｑ戸）は自国（外国）企業の総生産量

である 。（１）より ，Ｑ，は両輸出国の企業数の関数として示せる，すなわち ，

　　ＱＦＱ‘（伽，伽）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
と書ける。両輸出国の経済厚生は

　　閉 ＝［カ（Ｑ）一・‘１Ｑ‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
と定義できるので，（２）を考慮すると ，厚生最大化の一階の条件は（３）より

　　
（グＱ、十カ 、，

）６ｑ・グＱ６ｑ
一・，（り）一（Ｈ ，戸） ，２・。 　　　　　　

（・）

　　　　　　　　　６伽　　　６吻

となる 。Ｋｒ１ｓｈｎａ　ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）に従い，（１）及び

　　鳩 ＝６Ｑ・伽　　　　　　　　　　　　　　　　　 （５）

　　６Ｑプ　６Ｑ１６伽

から（４）を変形すると ，次式の通りとなる 。

　　刈・一 ÷）・グ哨（；婁）一・ 　　　　　　
（・）

一方，（１）より企業数の変化におけるＱ‘の変化を比較静学すると ，

　　６Ｑ‘＿（ｏｒカ）［ク”Ｑゴ十（物十１）力
１］

　　６吻 　　　　」　　　 ’　　　　　　　　　　　　　　（７）
　　６Ｑゴ＿（カー６’）（〆Ｑゴ十物グ）

　　６物　　　　　　」

となる。ただし，」＝グ［ヵ”Ｑ＋（伽十伽十１）グ］である。ここで，需要関数に関して以下の事柄

を仮定する 。

仮定１　　ク”（Ｑ）≦０ 。

　上記の仮定は，需要曲線が凹であることを意味する。この条件は，クールノー均衡の安定性の

（３）
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十分条件となるのみならず，各企業が戦略的代替関係にあることを保証している。この仮定より ，

峨・Ｏかつ 鳩。０が成立する
。

伽　　　　　伽

　従って（６）が成立するためには，鍵括弧内がゼロにならねばならない。そこで，鍵括弧内の式の

有する経済学的な意味をみておく 。

　自国の企業数が増加したとしよう 。この時，次の二つの効果を自国企業にもたらす。一つは ，

自国企業の総生産量の増加が価格低下をもたらし，自国の全既存企業の収入（利潤）を減少させ

る。 もう一つは，新規参入により正の利潤が生じる。つまり ，自国企業数の増加は相反する効果

を自国企業全体に与え，伽＞１の時，前者の負の効果が後者の正の効果を上回る。従って，自国

企業数が１以上の時，自国企業数の増加は自国企業全体の利潤を低下させてしまい，ひいては自

国の厚生を悪化させる。この効果は（６）の鍵括弧内の第一項で捉えられているものである 。Ｋｒｉｓト

ｎａ　ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）はこのことをｔｅｒｍｓ　ｏｆｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎと呼んだ
。

　自国企業数の増加は，同時に，外国企業に対しても影響を与える。自国企業も外国企業も第三

国市場においてクールノー競争を行っている。従って，自国企業数の増加は，自国企業の総生産

量の増加を介して，外国企業の総生産量を減少させる方向に作用する。このことを詳しく見るた

　　　　　　　　６Ｑ戸めに（５）と（７）より ，　　　を求めると ，次のようになる 。
　　　　　　　　榊〃

　　ｄＱ亙＿　　　ク”Ｑ亙十〃砂１
　　　　 一・　　　　　　　　〈０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）　　ｄＱ舟　　　（〆Ｑ戸十伽グ）十グ

（８）の分子は，Ｑ〃の変化が価格変化を通じて（１）に示された外国企業の「限界利潤の和」に及ぼす

影響を示している。分母は，Ｑ戸の変化が価格変化を通じて外国企業の「限界利潤の和」に及ぼ

す影響の部分と直接「限界利潤の和」を変化させる部分の二つよりなる
。

　仮定１より（８）は負であり且つ一１より大きな値となる。これは次のことを意味する。自国企

業数の増加によってもたらさせたＱ〃の限界的な増加に伴う外国企業の「限界利潤の和」の減少

分を相殺するためには，Ｑ戸は限界的に減少しなければならないが，その減少幅は，直接「限界

利潤の和」を変化させる効果の存在から，Ｑ亙の増加分より少なくて済む 。

　よって，自国企業数の増加は，自国企業の総生産量の増加を通じて各外国企業の生産量を減少

させる。その結果，価格の上昇を招来して自国企業全体の利潤を増加させる。この効果は ，

Ｋｒ１ｓｈｎａａｎｄＴｈｕｒｓｂｙ（１９９１）によって ｓ廿ａｔｅｇ１ｃ ｄ１ｓｔｏｒｔｌｏｎと称され，（６）の鍵括弧内の第二項の

部分に捉えられている 。

　かくして（６）より ，相手国の企業数を所与とした時の厚生を最大にする企業数は，常に，ｔｅｍｓ
ｏｆ　ｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏｒｔｌｏｎ による企業全体の利潤の低下と ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎ による企業全体の利潤の

増加が釣り合う所で決定される，ということが見て取れる。言い換えれば，相手国の企業数を所

与とすると ，ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎ がｔｅｍｓ　ｏｆｔｒａｄｅｄｌｓｔｏｒｔ１ｏｎ に勝っていれぱ，当該国政府は企業

数を増やすインセンティフがあり ，逆の関係が成立すれば，企業数を減らすインセンティウを有

する。これを補題としてまとめておく 。

補題１　相手国の企業数を所与とする。もし ，ｓ缶ａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏ廿１０ｎ の厚生改善効果がｔｅｍｓ　ｏｆ

ｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎの厚生悪化効果に上（下）回れば，当該国政府は企業数を増加（減少）させるイ

（４）
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ンセンティヴを有する 。

以下，企業数を政策変数とした市場構造政策のタイミングとその帰結を見ていこう 。そのため

に， 更に以下の仮定を置く 。

仮定・需要の傾きの価格弾力性刀一
〆♀は一定である

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ク

　仮定２と（６）より ，次の補題が成止する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　６肌　　　　　　、　　　Ｑゴ
補題２　刀Ｓ。十〃，十１一〃，≧（＜）く＝＝〉　　≧（＜）Ｏ。ただし，Ｓ。＝一　　　　　　　　　　　　　　　　６仏　　　　　　　　　　Ｑ

（証明）数学注を見よ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

　さらに，相手国の企業数が所与の時の反応関数の形状について次の補題が成↓する 。

補題３　自国（外国）の反応関数は，自国（外国）企業数に関して単調に増加する。そのクラフ

を， 横軸に自国（外国）企業数，縦軸に外国（自国）企業数を座標平面上に描くと ，決して４５度

線を越えない 。

（証明）数学注を見よ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□

　一方，等厚生曲線の形状については，次の補題によっ て示されている 。

補題４　横軸に自国（外国）の企業数，縦軸に外国（自国）の企業数をとる座標平面を考える 。

自国（外国）の等厚生曲線のグラフは，自国（外国）の反応曲線上で頂点となる山型の形状をし

ており ，右上の等厚生曲線ほと厚生水準が高い 。

（証明）数学注を見よ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

　補題２から４より ，横軸に自国企業数，縦軸に外国企業数をとった平面上に，両国の反応曲線

及び等厚生曲線を描くと図１のようになる。補題１と２より領域Ａでは，自国においては

ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏ汀１０ｎ がｔｅｒｍｓ　ｏｆｔｒａｄｅ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎ を下回っており ，外国では逆である。従って，自

国政府は企業数を減少させる誘因があるのに対して，外国政府では企業数を増加させる誘因を持

つ。 領域ＣはＡと全く逆の状況が生じる。領域Ｂでは，両輸出国とも企業数を増加させる誘因

を持っている 。

　ここで重要な事実は，両輸出国の反応曲線が決して交わらないことである 。これは，両政府が

同時に企業数を提示する同時手番均衡が存在しないことを意味する 。従って，もし均衡が存在す

れぱそれは必ず当該国政府の等厚生曲線と相手国の反応曲線とが接する所で決まる逐次手番均衡

でなければならない。よって以下の命題が成立する 。

命題１　仮定１及び２が満たされているとする。３国モテルにおいて，企業数を政策変数とする

市場構造政策を考えると ，その均衡が存在すれは，それは必ず逐次手番均衡となる 。同時手番均

衡は存在しない 。

　命題１に関する特筆すべき事項は次の通りである。自国がリーダーとなる均衡と外国がリーダ

（５）
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一となる均衡の内，どちらが選択されるかは明らかでない。つまり ，市場構造政策の場合，複数

均衡の可能性は十分ありえる 。

　さて，需要関数及び費用関数を線形に特定化し，各企業の費用条件を同一にした時の市場構造

政策の帰結をみる。具体的には，需要関数及び単位費用を以下のように特定化する 。

　　ク＝Ａ－Ｑ　かつ伽＝伽＝ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）

その時の結果は次の通りである 。

補題５　上記の特定化の下では，どちらかの国の政府がリーターとなり１社参入させ，相手国が

フォ回ワーとなり２杜参入させる逐次均衡が成立する 。

（証明）数学注を参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　ー方，輸出補助金のタイミング決定を考察した大川 ・岡村 ・多和田（１９９８）及びＯｈｋａｗａ
，

Ｏｋａｍｕｒａ　ａｎｄ　Ｔａｗａｄａ（１９９９）での自国及び外国の厚生水準を，図１の領域Ａ，Ｂに応じて書き

直すと次のようになる 。

補題６　領域Ａでの自国及ぴ外国の厚生水準は，それぞれ

　　　　　（伽十１）ｏ２ 　　　
０２

　　脇＝　　　　　，岬＝
　　　　４（伽十２）２ 　　４（伽十２）

であり ，領域Ｂでのそれらは，企業数を自然数で捉えるとすると，両輸出国企業数は等しくな

る。 従って，各輸出国の企業数を£社であるとすると ，

　　　　（〃十１）ｏ２
　　肌＝　　　　　　，２＝ Ｈ，戸
　　　　（２〃十３）２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
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である。ただし，ｏ：Ａ－ｏである 。

（証明）大川 ・岡村 ・多和田（１９９８）の補題５－７を参照 。

７

よって次の結果が得られる 。

Ｒｅｍａｒｋ１　自由に企業数を設定できる市場構造政策と輸出補助金政策とは異なる帰結をもたら

す。

３　制約のある市場構造政策と輸出補助金政策との同等性

　前節でみたように，自由に企業数を選択できる市場構造政策と輸出補助金政策とは異なる帰結

となった。そこで，本節ではその原因を考察し，輸出補助金政策と同じ帰結をもたらすための制

約を加えた市場構造政策を提示する。そして，輸出補助金政策の市場構造に与える経済学的意味

を明らかにする 。

　両政策の前提を比較すると ，次の点において相違点が存在する。市場構造政策では厚生を最大

にするべく自由に企業数を選択できるのに対して，輸出補助金政策では，与えられた市場構造を

目１』提に厚生の最大化を図らねはならない。この違いから，輸出補助金政策を市場構造政策によっ

て描写するためには，政策行使前の市場構造を所与にした上で，市場構造政策を行う場合を考え

る必要がある。加えて，輸出補助金の提示は一回限りであるので，企業数の変化も一回限りであ

ると考えられる。そこで，ここで想定した「制約のある市場構造政策」の帰結を考えてみよう 。

　需要関数及ぴ費用関数を線形に特定化した上で，各企業の費用条件を同一にすると（９）より補題

２は
，

　　　　　　　　　　　　６叱
　　 〃１＋１一〃，≧（＜）Ｏ目　　　≧（＜）Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０
　　　　　　　　　　　　６伽

と書き換えられる。従って，反応関数のグラフは直線となり ，図１は図２のようになる 。

　まず，初期の市場構造が図２の領域Ａ内の点 ｏ。 であ ったとする。両国が相手国の企業数を所

与とした下で，同時に企業数を変化させるとすると点 ｏ、 に移動する。自国政府が先手，外国政

府が後手であるとする。この時は自国政府は企業数を減らす。その結果，点 ｏ。 に移動する。外

国政府はそれに対応して，企業数を増加させる。かくして，第＝国市場において，点 ｏ。 で示さ

れた市場構造が実現する 。逆に，自国政府が後手，外国政府が先手の場合は，点 ｏ。 で示された

市場構造となる。この時，両政府にとって最も高い厚生水準を保証するのは，明らかに点 ０。 で

ある。従って，領域Ａでは自国政府がリーダー 外国政府がフォロワーとなる。なお，領域Ｃ

では，領域Ａでの結論から，外国企業がリーター 自国企業がフォロワーとなり ，自国政府の

反応曲線上に市場構造が実現するといえる 。

　両国の経済厚生の水準は次のようになる。自国政府がリーターなので，外国の企業数を所与と

すると，自国政府の反応関数伽＝伽十１より ，自国企業が設定するべき最適企業数は，鳩＝伽

十１となる。フォロワーである外国政府は，自国の最適企業数に対応して，最適な企業数として

〃貢：〃言十１：〃戸十２を選択する 。従って，政策の結果，自国企業が伽十１社，外国企業が伽十２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７）
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社存在する市場構造が実現するので，２伽十３社よりなる対称クールノー均衡が成皿する。この

時の自国及び外国の厚生水準は，それぞれ

　　　　　（伽十１）ｏ２ 　　　　
０２

　　〃レ＝　　　　　　，硲＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１力　　　　　４（伽十２）２　　　　４（伽十２）

となる 。（加において，自国と外国の関係を入れ替えて，企業数を自国企業数にすれば，領域Ｃ

での厚生水準を表すことは言うまでもない 。

　次に，初期の市場構造が領域Ｂに存在する場合について考える。領域Ｂにおいては，両国政

府とも相手国の企業数を所与とした時，企業数を増やすインセンティウを有する。図３に示した

ように，初期の市場構造が点６。で示されているとする。相手国の企業数を所与として「同時」

に企業数を変化させる時に成立するのは両国政府とも企業数を増やす点６。である 。自国（外国）

政府がリーダー 外国（自国）政府がフォロワーである場合，達成される市場構造は，点６２（６３）

で表される。従って，領域Ｂでは，第＝国市場において，点６１で示される市場構造が実現する 。

ちなみにこの点は領域Ｂ内に存在し，両国政府どちらかのの反応曲線上に存在していない 。

　この場合の両国の厚生水準は次のようになる。企業数を自然数で捉えるとすると ，両輸出国企

業数は等しい。従って，命題１より同時手番となるので各輸出国の企業数が 〃社であるとする
と， 両輸出国の最適企業数は 〃十１社となる。つまり ，２〃十１社での対称クールノー均衡が成立

するので，この時の各輸出国の厚生水準は ，（９）より

　　　　（〃十１）ｏ２
　　肌，＝　　　　　　，２＝ Ｈ，戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１オ
　　　　（２〃十３）２

となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
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　よって（功，（１ａ及び補題６より以下の命題が導出できる 。

命題２　需要関数及ぴ費用関数を線形であり ，各企業の技術条件が同じであるとする。この時 ，

輸出補助金を導入する戦略的貿易政策のｏｕｔＣｏｍｅ と初期の市場構造を所与とし企業数を直接 コ

ントロールできる機会が一回限りである市場構造政策のＯｕｔＣＯｍｅ とは等しくなる 。

　命題２の持つ含意は次のようなものである。輸出補助金政策は，自国及び外国の企業数は不変

の下で，各企業の生産量を変化させているわけであるが，このことは，恰かも初期の市場構造を

所与とし企業数を直接コントロールする市場構造政策を行使しているのと実質的には変わらない 。

つまり ，輸出補助金政策は，初期の市場構造が与えられた下で，間接的に最適な市場構造を実現

する政策を行っていると解釈できる。補助金給付は企業数の増加，輸出課税は企業数の減少と対

応していることは言うまでもない 。

　この解釈に立つと ，領域Ａ内の市場構造の時，輸出補助金政策を行使すると ，両輸出国の企

業数がパラメータであるにも関わらず，外国の企業数しか効いてこない理由が明らかとなる 。領

域Ａでは先述したように，外国のもともとの企業数を所与とした上で，自国政府及び外国政府

が企業数を決定しているので，結局外国の企業数しか ｏｕｔＣｏｍｅ には明示的に出てこない。それ

ゆえ，補助金政策でも間接的に最適な市場構造の実現を目指していることから，外国の企業数し

かＯｕｔＣｏｍｅ に登場しないのである 。

　加えて，次の二つが命題２に関する特筆すべき内容であるといえる。第一に，大川 ・岡村 ・多

和田（１９９８）やＯｈｋａｗａ，Ｏｋａｍｕｒａ　ａｎｄ　Ｔａｗａｄａ（１９９９）では，初期の市場構造が領域ＡやＣで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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示されたところにある場合，企業数の少ない国の政府がリーターとなって補助金を給付，企業数

の多い国の政府はフォロワーとなり輸出税を課すというのが結論であった。ところが，制約され

た市場構造政策の場合では結論が逆転していて，企業数の多い国の政府がリーダーとなり企業数

を減らし，企業数の少ない国の政府がフォロワーとなって企業数を増やす。第二に，領域Ｂに

初期の市場構造が存在する時には，両輸出国政府とも相手国の企業数を所与として一方的に介入

する場合の企業数を選択する，いわゆるｒシュタッケルベルクの不均衡」が成立してしまうとい

える
。

４　結　　　語

　本稿では，クールノー寡占を前提にした３国モデルでの戦略的貿易政策の分析において，その

政策のタイミングや政策選択の決定に重要な影響を与える企業間格差について，明示的に両輸出

国の企業数を政策変数とした時の政策提示のタイミングについて分析を試みた。その結果，企業

数を政策変数とする場合においても ，輸出補助金政策と同様に，Ｋｒ１ｓｈｎａ　ａｎｄ　Ｔｈｕｒｓｂｙ（１９９１）

が導入した輸出補助金の正負と決定する二つの要因である ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　ｄ１ｓｔｏｒｔ１ｏｎとｔｅｍｓ　ｏｆ　ｔ，ａｄｅ

ｄ１ｓｔｏ打１０ｎの大小関係が深く関わ っており ，前者が後者を上（下）回れば当該国政府は企業数を

増やす（減らす）ことが明らかとなった
。

　前者は次のような効果として解釈できる。ある国の企業の新規参入は，その国の企業全体の生

産量増加を通じて相手国の企業全体の生産量を滅少させ価格上昇を招く 。この価格上昇と当該国

企業全体の生産量増加は当該国の厚生を改善する。一方，後者の効果は，新規参入による生産量

増大を通じての価格低下が，当該国既存企業全体の利潤を減少させるマイナス効果と新規参入に

よる利潤増大というプラスの効果を合わせたものであると解釈できる。既存企業が２社以上の場

合はマイナス効果がプラス効果を上回る
。

　企業数を自由に選択できる場合の市場構造政策では，同時手番での均衡は存在せず，均衡が存

在すればそれは必ず逐次均衡であることが判明した。加えて，需要関数を線形に特定化し，各企

業の技術条件を同一にすると ，制約のない市場構造政策のもたらす帰結と大川 ・岡村 ・多和田

（１９９８）やＯｈｋａｗａ，Ｏｋａｍｕｒａ　ａｎｄ　Ｔａｗａｄａ（１９９９）が分析した輸出補助金政策の帰結とは食い違

うことが明らかとなった 。

　従って，補助金政策の行使にあたっては市場構造が所与となっていることから，政策実施則の

市場構造を所与とし，企業数の変化を一回限りとする市場構造政策を考えると ，その帰結は，輸

出補助金政策でのそれと一致した 。

　なお，残された問題としては，（１）制約のない市場構造政策において，手番がどのような条件下

で内生的に決定するのかを分析すること ，（２）より　般的な状況下で，制約のある市場構造政策の

帰結と輸出補助金政策のそれとの一致を分析すること ，（３）制約のある市場構造政策での手番と輸

出補助金政策でのそれとの逆転現象に関する経済学的意味の考察，などが挙げられる 。

（１０）



　　　　　　　　　３国モデルにおける戦略的貿易政策の再解釈（大川 ・岡村 ・多和田）　　　　　　　　１１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

Ａｒｖａｎ，Ｌ ，‘‘Ｆ１ｅｘ１ｂ１１１ｔｙ　ｖｅｒｓｕｓ　Ｃｏｍｍ１ｔｍｅｎｔ　ｍ　Ｓ位ａｔｅｇ１ｃ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏ１１ｃｙ　ｍｄｅｒ　Ｕｎｃｅれａｍｔｙ　Ａ　Ｍｏｄｅ１ｏｆ

　　Ｅｎｄｏｇｅｎｏｕｓ　Ｐｏ１１ｃｙ　Ｌｅａｄｅｒｓｈ１ｐ
，” ノｏ〃閉ｏＺ　ｏゾ１〃３閉〃２０〃ｏＺ　Ｅ６０〃ｏ〃〃６５

３１．１９９１，ｐｐ３４１－５５

Ｂｒａｎｄ
ｅｒ，Ｊ　Ａ　ａｎｄ　Ｂ　Ａ　Ｓｐｅｎｃｅｒ

，‘‘Ｅｘｐｏ血Ｓｕｂｓ１ｄ１ｅｓ　ａｎｄ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｍａｒｋｅｔ　Ｓｈａｒｅ　Ｒ
１ｖａ１ｒｙ，／ｏ鮒舳Ｚ〆

　　１〃〃ｒ刀ｏ〃ｏ〃”Ｚ１…；６０〃ｏ〃〃６５１８．１９８５
，ＰＰ
．８３ －１００

Ｈａｍｌｔｏｎ，ＪＨａｎｄＳＭＳ１ｕｔｓｋｙ，“Ｅｎｄｏｇｅｎｏｕｓ ＴｍｍｇｍＤｕｏｐｏ１ｙＧａｍｅｓ Ｓｔａｃｋｅｌｂｅｒ
ｇｏｒ Ｃｏｕｍｏｔ

　　Ｅｑｕ１１１ｂｒｌａ ，” Ｇｏ刎３５０〃６１…；６０〃ｏ刎２６ Ｂ３んｏ伽０７２．１９９０，ｐｐ２９－４６

Ｈｗａｎｇ，Ｈ　ａｎｄ　Ｃ　Ｔ　Ｓｃｈｕｌｍａｎ，“Ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　Ｎｏｎｍｔｅｒｖｅｎｔｌｏｎ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｃｈ０１ｃｅ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏ１１ｃｙ　ｆｏｒ　Ｉｎｔｅｍａ －

　　 ｔｉｏｎａｌ　Ｏｌｉｇｏｐｏ１ｙ
，”

ノｏ〃閉〃ｇグ１〃ぴ舳〃ｏ伽Ｚ１１；６０〃ｏ刎伽３４．１９９３，ｐｐ．７３－９３

ＫｒｌｓｈｎａＫ ａｎｄＭＴｈｕｒｓｂｙ，“Ｏｐｔｍａ１Ｐｏ１１ｃ１ｅｓｗ１ｔｈＳｔｒａｔｅｇ１ｃ Ｄｌｓｔｏれ１０ｎ
，”

■ｏ脈舳Ｚげ〃舳伽ｏ〃〃Ｅ６０ 一

　　 〃ｏ〃〃６５ ３１ ．１９９１ ，ＰＰ．２９１－３０８

Ｌｏｎｇ，Ｎ　Ｖ　ａｎｄ　Ａ　Ｓｏｕｂｅｙｒａｎ，“Ｃｏｓｔ　Ｈｅｔｅｒｏｇｅｎｅ１ｔｙ，Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｌｏｎ　ａｎｄ　Ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏ１１

　　 ｃｉｅｓ
，” Ｊｏ〃ブ〃ｏＺげ１〃’６ブ刀ｏ〃ｏ〃口Ｚ１…；６０〃ｏ〃〃ｃ５ ４３．１９９７，ＰＰ

．２０７－２０

大川隆夫，岡村誠，多和田真，「貿易政策のタイミングの内生的決定と経済厚生」，Ｄ１．ｃｕ．ｓ１ｏｎ　Ｐａｐｅ． Ｎｏ

　　９８００３，Ｆａｃｕｌｔｙ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，Ｒ１ｔｓｕｍｅ１ｋａｎ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ，１９９８

０ｈｋａｗａ，Ｔ ，Ｍ　Ｏｋａｍｕｒａ，ａｎｄ　Ｍ　Ｔａｗａ
ｄａ，“Ｅｎｄｏｇｅｎｏｕｓ　Ｔ１ｍｍｇ　ａｎｄ　Ｗｅｌｆａｒｅ　ｍ　Ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　Ｔｒａｄｅ　Ｐｏｌ１

　　 ｃ１ｅｓ　ｆｏｒ　Ｉｎｔｅｍａｔｌｏｎａ１Ｏ１１ｇｏｐｏ１ｙ
，” Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｐａｐｅｒ　Ｓｅｒ１ｅｓ　Ｎｏ９９００５，Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　Ｆｍａｎｃｅ

，

　　Ｒ１ｔｓｕｍｅ１ｋａｎ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ，１９９９

Ｓｃｈｕｌｍａｎ，Ｃ　Ｔ ，‘‘Ｆｒｅｅ　Ｅｎｔｒｙ，Ｑｕａｓ１ ｆｒｅｅ　Ｔｒａｄｅ， ａｎｄ　Ｓｔｒａｔｅｇ１ｃ　Ｔｒａｄｅ　Ｐ
ｏ１１ｃｙ，Ｒ仰〃伽 げ１〃３閉肋ｏ舳Ｚ

　　１…；６０〃ｏ〃２６ｃ３ ５． １９９７
，ＰＰ
．８３－１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数学注

Ａ　補題２の証明

　（６）と（７）より
，

　　　…（言夢）一…（÷十鴛）　　　　　　　 （か１）

　である。一方，（８）に需要の傾きの価格弾力性刀＝ク”Ｑがを導入して整理すると ，

　　　 ６Ｑ
ｌ＝＿

帖十・１
　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ａ－２）

　　　ｄＱ‘　　　　刀Ｓゴ十物十１

　となる 。（Ａ－２）を（Ａ－１）の右辺に代入して整理すると ，以下の通りである 。

　　　…（言穿）一…（綜寺書）　　　　　　　 （什・）

　ただし，＄＝ ｑ／Ｑ＜１である。仮定１より刀≧Ｏなので，（Ａ－３）の右辺の分母は常に正である。よって ，

　次の関係が成立する 。

…（言影）一…（１・切十・一吻）

Ｂ　補題３の証明

　自国の反応曲線のみ考察すれば十分である 。補題１より ，自国の反応曲線は ，

　　　伽：刀ＳＦ＋伽十１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ
－１）

　である。仮定１より刀Ｓハ＞０であるので，（Ｂ－１）より反応曲線上では ，

　　　伽＝刀ＳＦ＋伽十１＞伽

　が成立している。この条件は，横軸に自国企業数，縦軸に外国企業数をとると ，自国政府の反応曲線のグ

　ラフが必ず４５度線の下方に位置することを意味している 。

　　次に，前記の座標平面上での自国政府の反応関数の形状を見る。外国企業の市場シェアは，両国企業数

　の関数であるので，（７）より両輸出国の企業数の変化に対する外国企業のシェアの変化をみると次の通りで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１）
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ある 。

６Ｓ戸　　　８〃［（刀一１）ＳＦ＋伽］

６伽　　　伽（刀十伽十伽十１） （Ｂ－２）

　　６Ｓ亙＿Ｓ戸［（刀十１）８〃十伽］

　　６伽　　伽（刀十伽十伽十１）

（Ｂ－２）の結果を使用しつつ，（Ｂ－１）を両輸出国企業数で全微分して，前述の座標平面上での反応曲線の

傾きを求めると

　　伽ゴ　　 ＿〃１ （刀十吻十物十１）十刀［（刀一１）Ｓ＋物Ｓ
‘］

　　万卸一吻（１・吻切十・）十１［（１＋・）＆切・‘１ 　　　　　　
（ト３）

となる。仮定１より（Ｂ－３）の右辺の分母が正であることは明らか。企業数が１以上であり ，市場シェア

は１を超えない。仮定１が定める刀の範囲において刀（刀一１）の最小値は一〇．２５であり ，従って，分子も

また正である。よって，反応曲線は右上がりである 。

補題４の証明
（３）を

〃， で偏微分すると ，。ｔ．ａｔｅｇ１． ｄ。。ｔｏ．ｔ１ｏｎ の部分は一１より大きな値であること ，及び仮定１より

６Ｑ〃物＞Ｏかつ６Ｑ■６伽くＯであるので

　　言穿 一刈鴛 十１）箒 ・（１一・） ；茅 ・・ 　　　　　　 （ひ１）

となる。ところで，等厚生曲線の傾きは ，

　　”〃プ　　　　　　　６肌‘／６〃‘

　　一　　一＝・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｃ
－２）

　　伽１什
〃１　　６肌／６物

と表せるので，（Ｃ－１）と（Ｃ－２）より

…（繁 篶→一…（言等）

となる。加えて，反応曲線に沿って物を変化させると次式のようになる 。

貨紳一今髪（者卸）哨 一る影 ・・

Ｄ　補題５の証明

　どちらかの政府がリーダーとなるケースを証明すれば十分である。相手国政府の反応関数の傾きは ，（９）と

　（Ｂ－３）より１となる。一方，（４）と（７）より ，

斯一（グ）廿一力）［（÷ 一・） （物・・）・吻１

であり ，（Ｃ－１）と（７）より
，

　　６肌 ＿２（グ）２ Ｑ‘ （にク）

　　６物　　　　　」

である 。（９）を考慮すると ，当該国政府の等厚生曲線の傾きは，（Ｃ－２），（Ｄ－１），（Ｄ－２）より
，

　　伽ノ　　　 物十１一吻
　　６〃‘ 　〃‘＝ 〃‘　　　　２〃‘

となる。これが１に等しい時に相手国の反応関数と接するので，その条件は

　　〃ゴ＝３〃‘一１

である。相手国の反応関数は，補題２と（９）より

　　吻＝吻十１

なので，（Ｄ－３）と（Ｄ－４）を連立させて解くと ，（吻，物）＝（２，１）となる
。

（Ｄ－１）

（Ｄ－２）

（Ｄ－３）

（Ｄ －４）

（１２）
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